
第 ４ 回 ヤ ン グ ケ ア ラー 支 援 に
向けたプロジェクトチーム会議

・日 時 令和４年７月14日（木）午前９時30分～
・場 所 大阪市役所 ５階 特別会議室

事 務 局
・こども青少年局企画部企画課
・教育委員会事務局総務部教育政策課



次 第

開 会開 会

・プロジェクトチームリーダー（副市⾧）あいさつ
・会議出席者の紹介

議 事議 事

１ 大阪市立中学校生徒を対象としたヤングケアラー実態調査の結果報告について

２ 令和４年度の取組状況について

３ 令和３年度実施 関係者及び市職員向けアンケート結果について

４ その他



資 料資 料

別添資料別添資料

参考資料参考資料

参考資料１ ヤングケアラー支援に向けたプロジェクトチーム設置要綱
参考資料２ 第３回ヤングケアラー支援に向けたプロジェクトチーム会議出席者名簿

P 1 令和４年度の取組状況について
P 2 １人１台学習者用端末を活用した、いじめ等の相談申告機能の充実について
P 3 ヤングケアラーへの寄り添い型相談支援事業について
P 4 スクールカウンセラーによる相談体制の充実について
P 5    周知・広報について
P 8    令和３年度実施 研修後のアンケート結果について

・大阪市立中学校生徒を対象としたヤングケアラー実態調査報告書
・大阪市立中学校生徒を対象としたヤングケアラー実態調査報告書 【概要版】



今後取り組むべき施策
本市における対応

令和４年度 （参考）令和３年度
ア 早期発見・把握

(ア) 福祉・介護・医療・教育等関係機関、
専門職やボランティアへのヤングケア
ラーに関する研修・学ぶ機会の推進

・各所属において、事業所などの関係者向けの
研修カリキュラムに追加

・民生委員児童委員や各福祉事業所へ国広報啓
発ポスターの配架依頼時に併せて研修を実施

・研修等の実施
・市立中学校の教員等【８月～】
・市職員、関係者【１月～】

(イ) 地方自治体における現状把握の推進
・PTにおける中学校実態調査の調査結果の検証、

支援策の検討
・各計画の策定に向けた実態調査で、ヤングケ

アラーに関するアンケートを実施

・市立中学校生徒への実態調査
【11月～12月】

・市立高校生徒への実態調査
【10月～12月】

イ 支援策の推進

(ア) 悩み相談支援
・１人１台学習者用端末を活用した相談《P２》
・寄り添い型相談支援事業（オンラインサロン、

ピアサポート事業の実施）《P３》
・１人１台学習者用端末を活用した相談

体制の充実 【10月～】

(イ) 関係機関連携支援
・広報啓発ポスターを活用した各区役所設置の

相談窓口の周知《Ｐ5～7》
（民生委員児童委員、各福祉事業所など）

・各区役所における相談窓口設置の明確化
【８月～順次】

(ウ) 教育現場への支援 ・スクールカウンセラーによる支援の充実
《P4》 ・研修受講者へのアンケートの実施

(エ) 適切な福祉サービス等の運用の検討
・PTにおける中学校調査の調査結果の検証、支

援策の検討
・厚生労働省からの通知（ヤングケアラーの支

援にかかる留意事項等）について、相談支援
事業所等に周知(オ) 幼いきょうだいをケアするヤングケア

ラー支援
ウ 社会的認知度の向上

2022年度から2024年度まで集中取組

・市政だよりにおける重点広報（６月～11月）
・国広報啓発ポスターの配布（各区役所相談窓

口の周知）
・広報啓発用動画の作成、デジタルサイネージ

等の活用による周知 《Ｐ5～7》

・各区役所相談窓口の周知（HP）

２ 令和４年度の取組状況について
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イ 支援策の推進

(ア) 悩み相談支援

① 1人１台学習者用端末を活用した、いじめ等の相談申告機能の充実について

いじめ等の悩みがあっても、なかなか自分から言い出せない子どもたちが相談しやすく
なるように、令和３年10月より、１人１台の学習者用端末を使って相談したい気持ちを申告
できる機能を導入。

令和４年４月からは、子どもたちが相談申告を行う際に、相談したい先生を選択したり、
相談内容を自由に記述することができるように機能を拡充。また、教育委員会でも相談申告
の実施状況を確認できるようにするとともに、相談申告機能内において学校以外の外部の専
門家が対応する相談窓口の案内も実施。

令和４年４月１日から同年６月30日（午前10時時点）までの間に、全市で約1,400件の相
談申告が実施されている。

相談

２



学校

区役所

連
携
連
携

希望に応じて同行など希望に応じて同行など （相談窓口）

ヤング
ケアラー

相談相談

元当事者が参加するオンラインサロン開催や各種の相談支援を行うとともに、希望に応じて
関係機関（区役所等）へ同行するなど寄り添い型支援を行う。

相談支援事業を活用した支援の流れ（一例）

新たな支援メニュー

対象:中高校生世代を
中心に想定

＜オンラインサロン＞
元当事者が参加する集いの場で、

YC同士の交流を促進し、孤独・孤立
感の解消を図る。
☆月１回（２時間）
☆大阪市民以外も可

＜ピアサポート＞
市内に拠点を構え、社会福祉士など

の専門職や元当事者がSNS・電話等で
相談を受け付け、面談等を通して相
談を傾聴し、抱える悩みの負担軽減
を図る。また、本人の希望に応じて
関係機関（区役所等）への同行支援
を行う。

② ヤングケアラーへの寄り添い型相談支援事業について

８月から事業開始

イ 支援策の推進

(ア) 悩み相談支援

６月23日 事業者決定済

３



イ 支援策の推進

(ウ) 教育現場への支援

③スクールカウンセラーによる支援の充実

令和３年度 令和４年度（４月１日から）
・中学校全校に配置し、

週１回以上活動
・小学校全286校中220校に派遣し、

６週に１回以上活動

・中学校全校に配置し、
週１回以上活動

・小学校全282校に配置・派遣し、
６週に１回以上活動

(1) スクールカウンセラーの体制充実（全校配置）

24人増

(2) スクールカウンセラーのヤングケアラー支援の資質向上・学校教職員への研修
・全スクールカウンセラーにヤングケアラー研修会の実施（初回４月７日実施）
・各校においてスクールカウンセラーが教職員向けヤングケアラー研修を順次実施

(3) 児童に向けたヤングケアラー相談にかかる周知

小中学生にとって身近な存在である学校においてヤングケアラーの専門的な相談の体制の整備

各校において、児童に向けて家庭のことについてもスクールカウンセラーに相談できる旨を周知
・スクールカウンセラーだよりの発行
・担任教員からのお便りでのお知らせ
・スクールカウンセラーによる教室巡回等を通じての児童への声掛け

＜学校からの声＞

・今年度から本校にも新しく配置されたので、他校に行かずに気軽に相談できるようになった。
・相談数が増え、継続相談のニーズも多いので、もっと勤務日を増やしてほしい。
・教員へのコンサルテーションを充実させてほしい。
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ウ 社会的認知度の向上

④広報紙による重点広報（６月から11月まで）

6月号

7月号

2022年度から2024年度まで集中取組【周知・広報】

大阪市ホームページトピックス

５



④厚生労働省 広報啓発リーフレット配布 約63,100枚
ポスター掲示 約170枚

各区役所
相談窓口
を周知

④映画タイアップポスター掲示 約860枚

≪ポスター掲示箇所内訳≫
・市役所、区役所、図書館など 約200枚
・大阪市立中学校

大阪府立高等学校
大阪公立大学 約660枚

・クリスタ⾧堀
ディアモール大阪 ３枚

≪リーフレット配布内訳≫
・民生委員・児童委員など 約40,000枚
・区役所、図書館など 約7,000枚
・地域包括支援センター、社会福祉協議会

こども食堂、障がい基幹相談支援センターなど 約13,000枚
・大阪市立中学校、大阪公立大学 約2,700枚
・大阪メトロ 約400枚

≪ポスター掲示箇所≫
市役所本庁舎
大阪市立中学校
大阪公立大学
大阪メトロ掲示板
クリスタ⾧堀
ディアモール大阪

ウ 社会的認知度の向上

2022年度から2024年度まで集中取組【周知・広報】
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④啓発用動画の作成、デジタルサイネージ等の活用

〇動画放映場所
・小型デジタルサイネージ

区役所、図書館、市税事務所
・大型モニター

市役所市民ロビー
・他施設デジタルサイネージ

イオンモール大阪ドームシティ
大阪公立大学

（杉本キャンパス、中百舌鳥キャンパスなど）
大阪府警本部、曽根崎警察署、南警察署

・YouTube（大阪市広報）
・J-COMチャンネル

≪今後の予定≫
・イオンモール（鶴見緑地、野田阪神）
・あべのキューズモール
・大阪シティ信用金庫 など

ウ 社会的認知度の向上

2022年度から2024年度まで集中取組【周知・広報】
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３ 令和３年度実施 関係者及び市職員向けアンケート結果について
対 象 大阪市内関係者（福祉・医療関係、地域関係）

大阪市職員（福祉業務従事者、その他の行政職員）
実施方法 ヤングケアラーの研修動画の視聴後、Webアンケートを実施
期 間 令和４年１月19日（水） ～ ３月18日（金）

関係者（福祉・医療関係、地域関係） 大 阪 市 職 員

学校関係者
178人

地域関係者
82人

行政関係者
37人

障がい者福祉関係者
179人

高齢者福祉関係者
225人

児童福祉関係者
179人

研修コース別視聴人数

区役所
2,846人

こども青
少年局
527人教育委員会

事務局
292人

福祉局
279人

健康局
100人

その他
2,229人

所属別回答人数

n ＝ 880人 n ＝ 6,273人

左のうち、ケース
ワーカー等※の
回答は、1,668人

内訳
区役所 1,358人
こども青少年局

225人
福祉局 76人
教育委員会事務局

9人

※児童福祉、障がい、
高齢（介護）、生活保
護などのケースワー
カー業務や相談業務に
従事している者

８



関係者（福祉・医療関係、地域関係） 大 阪 市 職 員

聞いたことがあり、
意味も知っている

4,044人

聞いたことはある
がよく知らない

1,445人

聞いたことはない
784人

聞いたことがあり、
意味も知っている

583人

聞いたことはある
がよく知らない

199人

聞いたことはない
98人

ヤングケアラーという言
葉を聞いたことがありま
したか

ｎ ＝ 6,273人

64.5%

12.5%

23.0%

11.1%

ｎ ＝ 880人

22.6%

66.3%

思う
3,902人

どちらかと言
えば思う
2,257人

思わない等
114人

思う
693人

どちらかと言えば思う
182人

思わない等
5人

研修を受講して、理解が
深まりましたか。

ｎ ＝ 6,273人ｎ ＝ 880人

62.2%

36.0%

78.8%

20.7%

９
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関係者（福祉・医療関係、地域関係） 大 阪 市 職 員

いる
120人

いない
53人

わからない
54人

いる
424人

いない
31人

わからない
43人

把握したヤングケアラーのう
ち、支援が必要だと思われる
こどもはいましたか

ｎ ＝ 227人 ｎ ＝ 498人

52.9%

23.3%

23.8%

85.1%

6.2% 8.6%

把握している
227人

把握していない
422人

わからない
231人

把握している
498人

把握していない
759人

わからない
411人

仕事を通して、現在、ヤング
ケアラーと思われるこどもを
把握していますか。

29.9%
24.6%

45.5%48.0%

25.8%26.3%

ｎ ＝ 1,668人

児童福祉、障がい、高齢（介護）、生活保護などの
ケースワーカー業務や相談業務に従事している者のみ回答

ｎ ＝ 880人

10



14

関係者（福祉・医療関係、地域関係） 大 阪 市 職 員

もっとも印象に残ったヤ
ングケアラーの所属を教
えてください。

小学校, 30人, 

25.6%

中学校, 27人, 

23.1%
高校, 24人, 

20.5%

その他, 
26人, 
22.2%

所属はない, 
10人, 8.5%

ｎ ＝ 117人

小学校, 143人, 

34.8%

中学校, 
163人, 
39.7%

高校, 89人, 
21.7%

その他, 11人, 
2.7% 所属はない, 5人, 1.2%

ｎ ＝ 411人

連携による情報共有, 

36人, 30.3%

様子を見ていて気
付いた, 34人, 

28.6%

本人からの話, 
20人, 16.8%

保護者の話, 

17人, 14.3%

その他, 

12人, …

上記のヤングケアラーに
気づいたきっかけを教え
てください。

連携による
情報共有, 
240人, 
59.1%

様子を見てい
て気付いた, 

53人, 13.1%

本人からの話, 
50人, 12.3%

保護者の話, 
51人, 
12.6%

その他, 12人, 
3.0%

社会人(正規)      4人
社会人(非正規)  10人
大学 3人
短大・専門学校 5人
その他 ４人

ｎ ＝ 119人 ｎ ＝ 406人

11
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関係者（福祉・医療関係、地域関係） 大 阪 市 職 員

主な自由意見

・学校や地域から相談できる場があることを周知するなど
社会から孤立しないような仕組みにしないといけないと思
いました。（学童保育関係者）

・啓発活動と同時に、ヤングケアラーが、「ここでは・この
人には、相談できる」と思える居場所づくりも積極的に行
う必要がある（地域包括支援センター関係者）

・ヤングケアラーだと自覚することは、難しいと思うので、
些細なことでも気楽に話せる場所や話し相手が必要だと思
います。また、学校、地域、行政等のいろんな方面からの
支援が必要だと思います。（小学校関係者）

・学校での担任教師の対応が大切、また教師の方も助けられ
ず一人で抱えると悩むことと思いますので、学校全体で理
解と、具体的なサポート方法の構築をする必要があること
と思いました。（認可外保育施設）

・子どもが「自分は自分らしく生きていいんだ」と思えるよ
うな居場所づくりが必要。（学童保育）

・ヤングケアラーの専用サイトなどで意見交換や悩み相談が
できれば良いのではないかと考えます。（小学校関係者）

・各制度を子どもが自ら調べて申請する事はほぼ無理。困っ
ている子供たちが自然に立ち寄れて大人が積極的に関わっ
て話を聞いてあげて、利用できるサービスに繋げてあげら
れる仕組みが必要だと思う。

・ヤングケアラーは、子どもであるため自分から何か相談す
ることがなかなか難しいと思います。学校の方から、ヤン
グケアラーへの相談、サポートをする旨を積極的に子ども
達に向けて発信していくことが大切だと思います

・自分がヤングケアラーだということに気付くための情報提
供。学校の保健の授業や道徳の授業などであると良いと思
います。

・学生時代のことを思い返すと、自分は「ヤングケアラー」
だったと思う。当時はしんどかったが、今思い返すと良い
経験であり、この出来事がなければ今の仕事には就いてい
ないと思っている。（生活保護CW）

・生活保護のCWをしており、母子世帯を多く担当したが、
殆どの子どもはここでいう「ヤングケアラー」に該当して
いると思う。

・学校（高校・大学）からも福祉に繋ぐ窓口があれば良いと
思いました。
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